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(57)【要約】
【課題】共振器における閉じ込め効率を高く、かつ共振
条件を精密に制御する。
【解決手段】この光蓄積装置１においては、内部に入射
カプラ２１、反射鏡２２～２４が設けられた共振器２０
に、レーザー発振器１１で発振されたパルスレーザー光
であるレーザー光２００が入射する設定とされる。光検
出器３５、３６の出力に応じてピエゾ素子３７を制御す
る制御部３８が設けられる。像反転機構２５を用いて、
光路中の光の垂直偏光成分における位相を、水平偏光成
分の位相からπだけシフトさせることができる。この構
成により、光検出器３５、３６で検出された光強度の差
Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）が零となるように、共振器２０

における光の位相ずれδを最適化することが可能である
。また、偏光板、あるいは像反転機構２５の状態を変え
ずに、δを調整することのみによって、共振器２０内で
高強度とされる偏光方向の光を切り替え、取り出すこと
ができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザー光を入射させる入射カプラと反射鏡との間で形成された光路中に前記レーザー
光を閉じ込めて強度を増強させる共振器であって、
　前記共振器内における前記光路を前記レーザー光が１周する間に、前記レーザー光にお
ける特定の偏光方向の振動電場の位相を、前記特定の偏光方向と垂直な偏光方向の振動電
場の位相からπだけシフトさせる像反転機構を、具備することを特徴とする共振器。
【請求項２】
　前記像反転機構は、前記光路の光軸上の光を奇数枚の反射面を介して前記光路に戻す構
成とされたことを特徴とする請求項１に記載の共振器。
【請求項３】
　前記像反転機構は、前記像反転機構が設けられた光軸の回りで回転可能な構成とされた
ことを特徴とする請求項２に記載の共振器。　
【請求項４】
　共振器内においてレーザー光が閉じ込められ、前記共振器における前記レーザー光の光
路を定める反射鏡の位置が制御されることによって前記共振器における光路長が制御され
、前記共振器で増強された前記レーザー光が出力されるレーザー装置であって、
　請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の共振器が用いられ、
　前記共振器から出力されたレーザー光を透過させるλ／４板と、
　前記λ／４板を透過後のレーザー光における一方向の偏光成分の光強度を検出する第１
の光検出器と、前記λ／４板を透過後のレーザー光における前記一方向と垂直な方向の偏
光成分の光強度を検出する第２の光検出器と、
　前記第１の光検出器で検出された光強度と前記第２の光検出器で検出された光強度とに
基づいて前記共振器における前記反射鏡の位置を制御する制御部と、
　を具備することを特徴とするレーザー装置。
【請求項５】
　共振器内においてレーザー光が閉じ込められ、前記共振器における前記レーザー光の光
路を定める反射鏡の位置を制御することによって前記共振器における光路長を制御するレ
ーザー装置の制御方法であって、
　請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の共振器が用いられ、
　前記共振器から出力されたレーザー光をλ／４板に透過させた後のレーザー光において
、一方向の偏光成分の光強度の第１定数倍と前記一方向と垂直な方向の偏光成分の光強度
の第２定数倍との差分が零となるように前記共振器における前記反射鏡の位置を制御する
ことを特徴とするレーザー装置の制御方法。
【請求項６】
　共振器内においてレーザー光が閉じ込められ、前記共振器における前記レーザー光の光
路を定める反射鏡の位置を制御することによって前記共振器における光路長を制御するレ
ーザー装置の制御方法であって、
　請求項１から請求項３までのいずれか１項に記載の共振器が用いられ、
　前記反射鏡の位置を制御することによって前記光路における位相ずれδを変動させた際
の、前記共振器から出力されたレーザー光をλ／４板に透過させた後のレーザー光におけ
る、一方向の偏光成分の光強度の第１定数倍と前記一方向と垂直な方向の偏光成分の光強
度の第２定数倍との差分の変化を、前記δの変化で除した値の正負を判定し、前記値の正
負が切り替わるように前記反射鏡の位置を制御することによって、前記共振器内で閉じ込
められる光の偏光方向を設定することを特徴とするレーザー装置の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、共振器及びこれが用いられるレーザー装置、レーザー装置の制御方法に関す
る。
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【背景技術】
【０００２】
　高強度の短パルスレーザーを発振するためには、２枚の反射鏡の間における共振条件が
成立することを利用した共振器が使用されており、こうした共振器を用いたレーザー装置
は各種の物理実験や計測等に用いられている。例えば、非特許文献１に記載されるように
、レーザーコンプトンγ線の発生器においては、加速器によって高エネルギーとされた電
子がパルスレーザー光と衝突することによって、パルスレーザー光の光子が高エネルギー
化されたγ線となって出力される。この際、衝突のタイミングを最適化するためにパルス
レーザー光のパルスタイミングは制御され、かつその光強度も高くされる。また、γ線の
偏光方向を制御するために、このパルスレーザー光の偏光方向も制御される。このような
パルスレーザー光を発振するために、パルスレーザー光を共振器に蓄積することによって
強度を高める光蓄積装置が用いられている。同様の光蓄積装置は、非特許文献２に記載の
高次高調波生成にも有効である。
【０００３】
　ここで使用される共振器における共振条件は、共振器内の反射鏡の構成や間隔で規定さ
れた光路長で定まる。特に光蓄積装置において高強度のレーザー光を得るために用いられ
る共振器の共振条件は非常に狭いため、この光路長を高精度で最適化する必要がある。し
かしながら、外部環境等の様々な要因により、光路長を高精度で一定とすることは実際に
は困難である。また、パルスレーザー発振器と光蓄積装置の両方においてそれぞれ共振器
が用いられる。こうした場合には、パルスレーザーの発振器の共振器と光蓄積装置の共振
器における光路長の誤差を定量的に抽出し、それを元に発振器の共振器もしくは光蓄積装
置の共振器の光路長を能動的に制御する必要がある。この課題に対し、例えばパルスレー
ザー光における繰り返し周波数を変調し、これに応じた出力をモニターし、その結果を解
析することによって光路長を最適に制御することができる。しかしながら、パルスレーザ
ーの繰り返し周波数に高い精度が要求される用途では、このような変調を使う事が不適で
ある。そのため、このような用途では共振器から実際に出力されたレーザー光をモニター
した結果をフィードバックし、リアルタイムで光路長を最適化する方法が用いられる。
【０００４】
　図９は、この制御が行われる光蓄積装置９０の構成を示す図である。ここでは、光源と
なるレーザー発振器１１が発したレーザー光２００が、共振器９１内で、入射カプラ２１
、反射鏡２２～２４で形成され、矢印で示される方向で光が進行する光路中で共振条件を
満たすように設定される。これにより、レーザー光２００はこの光路中に蓄積されコンス
トラクティブ干渉によって高強度とされ、このレーザー光２００の一部が入射カプラ２１
を透過して外部に出力される。レーザー光２００は、一定の繰り返し周波数をもつパルス
レーザー光である。実際には共振器９１から取り出された光は、この光蓄積装置９０が用
いられる装置（例えばレーザーコンプトンγ線発生器）側に出力されるが、この装置及び
この装置との接続に用いられるビームライン等の記載は図９では省略されている。
【０００５】
　ここで、共振器９１から出力されるレーザー光２００の出力が極大となるように光路の
調整を行うことによって、共振条件を実現できることは明らかである。しかしながら、実
際にはパルス状のレーザー光２００の強度変化は非常に急峻であるため、こうした制御は
実際には困難である。このため、この光蓄積装置９０においては、非特許文献３に記載の
制御方法を用いて、高精度で共振条件が維持される。この制御方法においては、この共振
器９１内の光路で特定の偏光方向の光のみが閉じ込められるように設定される。共振器９
１から取り出されたこの光と、これと垂直な偏光方向をもち共振器９１内に入射しなかっ
た光とを両方用いて制御のための信号を生成し、この信号に応じて共振器９１中の光路長
を微調整している。
【０００６】
　このため、レーザー光２００はまずλ／２板３１を通り、共振器９１内の光路で閉じ込
められる偏光方向をもつ成分と、これと直交する偏光方向をもつ成分と、を共にもつよう
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な方向にレーザー光２００の偏光方向が制御される。その後、レーザー光２００は入射カ
プラ２１を通り前記の光路に進入するが、この光路内には偏光子（偏光板）９２が設けら
れており、この偏光子９２で定められる偏光方向の光のみがこの光路内に閉じ込められる
。ただし、この光の一部は入射カプラ２１から図中左上側に取り出され、さらに共振器９
１から取り出された光と合流する。
【０００７】
　一方、この光路内で閉じ込められる偏光方向と直交する偏光方向をもつ光は、入射カプ
ラ２１、折り返しミラー３２で順次反射される。その後、ｆａｓｔ　ａｘｉｓが偏光子９
２と並行となる条件を満たすλ／４板３３をこれらの光が通ることによってそれぞれ位相
シフトを受け、グラントムソンプリズム３４によって、これを透過する偏光成分と反射さ
れる偏光成分に分離され、前記の偏光成分の光は光検出器（第１の光検出器）３５で、後
者の偏光成分の光は光検出器（第２の光検出器）３６で検出される。非特許文献３に記載
されるように、前者の検出強度をＩａ、後者の検出強度をＩｂとすると、Ｉａ－Ｉｂは、
共振器９１における位相ずれδの関数となる。このため、制御部（例えばマイクロコンピ
ュータ）９３がＩａ－Ｉｂを認識し、この値に基づいて共振器９１における反射鏡２２に
固定されたピエゾ素子３７をフィードバック制御することにより、共振条件が成立するよ
うにδを制御することができる。これにより、何らかの要因によって光路長が変化しても
、共振器９１の共振条件を常に維持することができる。
【０００８】
　上記の構成においては、共振器９１内の光路中に偏光子９２、外部に折り返しミラー３
２、λ／４板３３、グラントムソンプリズム３４等の光学素子を設けている。これらの光
学素子は単純で安価であるため、上記の構成を容易に実現することができる。また、この
方式ではパルスレーザー光の繰り返し周波数が一定の状態で上記の動作を行うことができ
るため、繰り返し周波数が一定である通常のパルスレーザー発振器を用いた場合に適用す
ることが可能であり、かつこの共振器９１を使用するレーザー装置を使用している間にお
いても、リアルタイムでこの制御を行うことができ、これにより共振条件を維持すること
ができる。　
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】「Ｎｏｎｄｅｓｔｒｕｃｔｉｖｅ　Ａｓｓａｙ　ｏｆ　Ｐｌｕｔｏｎｉ
ｕｍ　ａｎｄ　Ｍｉｎｏｒ　Ａｃｔｉｎｉｄｅ　ｉｎ　Ｓｐｅｎｔ　Ｆｕｅｌ　Ｕｓｉｎ
ｇ　Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｒｅｓｏｎａｎｃｅ　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｃｅ　ｗｉｔｈ　Ｌａ
ｓｅｒ　Ｃｏｍｐｔｏｎ　Ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ　γ－ｒａｙｓ」、Ｔ．Ｈａｙａｋａｗ
ａ、Ｎ．Ｋｉｋｕｚａｗａ、Ｒ．Ｈａｊｉｍａ、Ｔ．Ｓｈｉｚｕｍａ、Ｎ．Ｎｉｓｈｉｍ
ｏｒｉ、Ｍ．Ｆｕｊｉｗａｒａ　ａｎｄ　Ｍ．Ｓｅｙａ、Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｉｎｓｔｒｕ
ｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｉｎ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ａ、
Ｖｏｌ．６２１、ｐ６９５（２０１０年）
【非特許文献２】「Ｈｉｇｈ　Ｈａｒｍｏｎｉｃ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｃｏｍｂｓ　ｆ
ｏｒ　Ｈｉｇｈ　Ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ」、Ａ．Ｏｚａｗａ
、Ｊ．Ｒａｕｓｃｈｅｎｂｅｒｇｅｒ、Ｃｈ．Ｇｏｈｌｅ、Ｍ．Ｈｅｒｒｍａｎｎ、Ｄ．
Ｒ．Ｗａｌｋｅｒ、Ｖ．Ｐｅｒｖａｋ、Ａ．Ｆｅｒｎａｎｄｅｚ、Ｒ．Ｇｒａｆ、Ａ．Ａ
ｐｏｌｏｎｓｋｉ、Ｒ．Ｈｏｌｚｗａｒｔｈ、Ｆ．Ｋｒａｕｓｚ、Ｔ．Ｗ．Ｈａｎｓｃｈ
　ａｎｄ　Ｔ．Ｈ．Ｕｄｅｍ、Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｌｅｔｔｅｒｓ、ＰＲ
Ｌ１００、２５３９０１ｐ（２００８年）
【非特許文献３】「Ｌａｓｅｒ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｓｔａｂｉｌｉｚａｔｉｏｎ　ｂ
ｙ　Ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ　ｏｆ　ａ　Ｒｅｆｌｅｃｔ
ｉｎｇ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｃａｖｉｔｙ」、Ｔ．Ｗ．Ｈａｎｓｃｈ　ａｎｄ　Ｂ．Ｃ
ｏｕｉｌｌａｕｄ、Ｏｐｔｉｃｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ、Ｖｏｌ．３５、Ｎｏ
．３、ｐ４４１（１９８０年）
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　上記の共振器９１において用いられる偏光子（偏光板）９２は、特定の偏光方向をもつ
光の透過率を選択的に高めることによって、偏光方向を定めている。しかしながら、偏光
板において、この特定の偏光方向の光の透過率（最大透過率）を１００％とすることは実
際には困難であり、この透過率は高々９９％程度である。このため、上記の光蓄積装置９
０における閉じ込め効率は光路長を最適化することによって高めることができるものの、
その場合においても偏光子９２に起因する損失が無視できなかった。偏光子９２の最大透
過率には波長依存性があるため、この最大透過率を高めることが困難である波長をもつレ
ーザー光２００においては、この損失は特に顕著であった。また、実際には偏光子９２に
おいては分散効果や非線形屈折効果も存在するため、レーザー光２００におけるパルス波
形の変形や、偏光子の損傷によって閉じ込め効率の上限が制限される問題も発生した。
【００１１】
　このため、共振器における閉じ込め効率を高く、かつ共振条件を精密に制御できる構成
が望まれた。
【００１２】
　本発明は、かかる問題点に鑑みてなされたものであり、上記問題点を解決する発明を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、上記課題を解決すべく、以下に掲げる構成とした。
　本発明のレーザー光を入射させる入射カプラと反射鏡との間で形成された光路中に前記
レーザー光を閉じ込めて強度を増強させる共振器であって、前記共振器内における前記光
路を前記レーザー光が１周する間に、前記レーザー光における特定の偏光方向の振動電場
の位相を、前記特定の偏光方向と垂直な偏光方向の振動電場の位相からπだけシフトさせ
る像反転機構を、具備することを特徴とする。
　本発明の共振器において、前記像反転機構は、前記光路の光軸上の光を奇数枚の反射面
を介して前記光路に戻す構成とされたことを特徴とする。
　本発明の共振器において、前記像反転機構は、前記像反転機構が設けられた光軸の回り
で回転可能な構成とされたことを特徴とする。
　本発明のレーザー装置は、共振器内においてレーザー光が閉じ込められ、前記共振器に
おける前記レーザー光の光路を定める反射鏡の位置が制御されることによって前記共振器
における光路長が制御され、前記共振器で増強された前記レーザー光が出力されるレーザ
ー装置であって、前記共振器が用いられ、前記共振器から出力されたレーザー光を透過さ
せるλ／４板と、前記λ／４板を透過後のレーザー光における一方向の偏光成分の光強度
を検出する第１の光検出器と、前記λ／４板を透過後のレーザー光における前記一方向と
垂直な方向の偏光成分の光強度を検出する第２の光検出器と、前記第１の光検出器で検出
された光強度と前記第２の光検出器で検出された光強度とに基づいて前記共振器における
前記反射鏡の位置を制御する制御部と、を具備することを特徴とする。
　本発明のレーザー装置の制御方法は、共振器内においてレーザー光が閉じ込められ、前
記共振器における前記レーザー光の光路を定める反射鏡の位置を制御することによって前
記共振器における光路長を制御するレーザー装置の制御方法であって、前記共振器が用い
られ、前記共振器から出力されたレーザー光をλ／４板に透過させた後のレーザー光にお
いて、一方向の偏光成分の光強度の第１定数倍と前記一方向と垂直な方向の偏光成分の光
強度の第２定数倍との差分が零となるように前記共振器における前記反射鏡の位置を制御
することを特徴とする。
　本発明のレーザー装置の制御方法は、共振器内においてレーザー光が閉じ込められ、前
記共振器における前記レーザー光の光路を定める反射鏡の位置を制御することによって前
記共振器における光路長を制御するレーザー装置の制御方法であって、前記共振器が用い
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られ、前記反射鏡の位置を制御することによって前記光路における位相ずれδを変動させ
た際の、前記共振器から出力されたレーザー光をλ／４板に透過させた後のレーザー光に
おける、一方向の偏光成分の光強度の第１定数倍と前記一方向と垂直な方向の偏光成分の
光強度の第２定数倍との差分の変化を、前記δの変化で除した値の正負を判定し、前記値
の正負が切り替わるように前記反射鏡の位置を制御することによって、前記共振器内で閉
じ込められる光の偏光方向を設定することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明は以上のように構成されているので、共振器における閉じ込め効率を高く、かつ
共振条件を精密に制御することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施の形態に係る共振器及びこれが用いられた光蓄積装置の構成を示す
図である。
【図２】本発明の実施の形態に係る光蓄積装置において、共振器の光路中に挿入される像
反転機構の構成を模式的に示す斜視図（ａ）、上面図（ｂ）である。
【図３】非特許文献３に記載された共振器の制御信号の一例を示す図（非特許文献３のＦ
ｉｇ．１）である。
【図４】本発明の実施の形態に係る共振器の制御信号の一例を示す図である。
【図５】本発明の実施の形態に係る共振器において、伝達率が偏光方向によらない場合と
、偏光方向によって伝達率が異なる場合の制御信号の一例を示す図である。
【図６】本発明の実施の形態に係る共振器において、偏光方向が垂直の光を閉じ込めた場
合と偏光方向が水平の光を閉じ込めた場合における制御信号の一例を示す図である。
【図７】実施例となる共振器において、実際に制御信号等を測定した結果である。
【図８】共振器における光閉じ込め状況を計算する際のパラメータを説明する図である。
【図９】従来の共振器が用いられた光蓄積装置の構成の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施の形態に係る共振器が用いられるレーザー装置として、光蓄積装置
について説明する。この共振器は、パルスレーザー光を光路中で閉じ込め、コンストラク
ティブ干渉によってその強度を高めて出力する。この共振器における光路を規定する反射
鏡の位置は、共振条件が常に成立するように精密に最適制御される。ただし、この共振器
においては、損失の大きな偏光子（偏光板）を用いずに光路長の最適制御が行われる。こ
のため、閉じ込め効率を高くすることができる。
【００１７】
　図１は、この光蓄積装置１の構成を示す図である。この光蓄積装置１においては、内部
に入射カプラ２１、反射鏡２２～２４が設けられた共振器２０に、レーザー発振器１１で
発振されたパルスレーザー光であるレーザー光２００が入射する設定とされる。
【００１８】
　レーザー光２００が共振器２０に入射する前には前記の光蓄積装置９０（図９）と同様
にλ／２板３１が、レーザー光２００が共振器２０から出射した後には、折り返しミラー
３２、λ／４板３３、グラントムソンプリズム３４、光検出器（第１の光検出器）３５、
光検出器（第２の光検出器）３６が用いられる。また、同様に、ピエゾ素子３７が反射鏡
２２の位置を制御するために用いられる。これらの構成要素の機能は前記の光蓄積装置９
０におけるものと同様である。また、光検出器３５、３６の出力に応じてピエゾ素子３７
を制御する制御部３８が設けられる。
【００１９】
　レーザー発振器１１、レーザー光２００、共振器２０における入射カプラ２１、反射鏡
２２～２４、λ／２板３１、折り返しミラー３２、λ／４板３３、グラントムソンプリズ
ム３４、光検出器３５、３６、ピエゾ素子３７については、光蓄積装置９０（図９）の場
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合と同様であるため、説明を省略する。ただし、この構成においては、光検出器３５、３
６でそれぞれ検出すべき光の偏光方向を調整するために、λ／４板３３の前に、λ／２板
３９が設けられている。ここでは、単純化のために、λ／２板３１に入射するレーザー光
２００の偏光方向は水平方向であるとし、λ／２板３１の主軸がこの方向との間でなす角
度をφとする。これによって、λ／２板３１を通過後のレーザー光２００の偏光方向は２
φだけ回転する。すなわち、λ／２板３１によって、共振器２０内に入射するレーザー光
２００の偏光方向を設定することができる。同様に、λ／２板３９によって、光検出器３
５、３６でそれぞれ検出すべき光の偏光方向を設定することができ、これは、共振器２０
内に入射するレーザー光２００の偏光方向の設定から独立して行うことができる。
【００２０】
　この共振器２０においては、前記の偏光子９２の代わりに、像反転機構２５が光路中に
設けられている。また、光蓄積装置９０（図９）と同様に、制御部３８は、光検出器３５
、３６の出力（Ｉａ、Ｉｂ）に応じてピエゾ素子３７を制御することによって反射鏡２２
の位置を微調整するが、この際の原理が非特許文献３に記載されたものとは異なる。主に
これらの点について以下に説明する。
【００２１】
　ここで用いられる像反転機構２５は、「Ｕｓｅ　ｏｆ　ａ　Ｔｈｒｅｅ－Ｍｉｒｒｏｒ
　Ｉｍａｇｅ　Ｒｏｔａｔｏｒ　ｉｎ　ａ　Ｌａｓｅｒ－Ｐｒｏｄｕｃｅｄ　Ｐｌａｓｍ
ａ　Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔ」、Ｒ．Ｈ．Ｄｉｘｏｎ、Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｏｐｔｉｃｓ、Ｖ
ｏｌ．１８、Ｎｏ．２３、ｐ３８８３（１９７９年）、「Ａ　Ｔｒｉｐｌｅ　Ｒｅｆｌｅ
ｃｔｉｏｎ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｖａｃｕｕｍ　Ｕｌ
ｔｒａｖｉｏｌｅｔ」、Ｖ．Ｇ．Ｈｏｒｔｏｎ、Ｅ．Ｔ．Ａｒａｋａｗａ、Ｒ．Ｎ．Ｈａ
ｍｍ　ａｎｄ　Ｍ．Ｗ．Ｗｉｌｌｉａｍｓ、Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｏｐｔｉｃｓ、Ｖｏｌ．８
、Ｎｏ．３、ｐ６６７（１９６９年）、「Ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｔｕｄｉｅｓ　
ｉｎ　ｔｈｅ　Ｕｌｔｒａｖｉｏｌｅｔ」、Ｒ．Ｎ．Ｈａｍｍ、Ｒ．Ａ．ＭａｃＲａｅ　
ａｎｄ　Ｅ．Ｔ．Ａｒａｋａｗａ、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓ
ｏｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａ、Ｖｏｌ．５５、Ｎｏ．１１、ｐ１４６０（１９６
５年）等に記載された光学系と同様である。これらの文献におけるこの光学系は、一種の
偏光板として使用されているが、本願においては使用の態様がこれとは異なる。
【００２２】
　前記の偏光子９２はこれに入射する光のうち特定の偏光方向をもつ光を選択的に透過さ
せる性質をもったのに対し、像反転機構２５は、全ての偏光方向の光を透過させるが、特
定の偏光方向の振動電場の位相を、この偏光方向と垂直な偏光方向の振動電場の位相から
π（１８０°）だけシフトさせる。図２は、この像反転機構２５の構成を模式的に示す斜
視図（ａ）、上面図（ｂ）である。この像反転機構２５は３つの反射面（３枚の反射鏡２
５１～２５３）で構成され、左右両側の反射鏡２５１、２５３は、単一のプリズムの表面
で構成される。光軸は図中のＡ１（図２において左側から反射鏡２５１に向かう光軸）、
Ａ２（反射鏡２５１、２５２間の光軸）、Ａ３（反射鏡２５２、２５３間の光軸）、Ａ４
（反射鏡２５３から右側に向かう光軸）で示される。光軸Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４は同一
平面（入射面）上に存在するように設定され、図２（ｂ）は、この入射面における構成を
示している。光軸Ａ１と光軸Ａ４は共に図１における入射カプラ２１と反射鏡２２との間
の光軸上に乗るものとする。図２における光軸Ａ１の反射鏡２５１に対する入射角αは、
光軸Ａ４の反射鏡２５３に対する出射角と等しく、α＞４５°であるものとする。この構
成により、像反転機構２５を光路中に挿入することができる。
【００２３】
　図２（ａ）における各光軸において、入射面に垂直な（図１においては垂直方向の）電
場成分が白矢印、入射面に平行な（図１においては水平方向の）電場成分が黒矢印の方向
で振動している。いずれの電場成分も、光軸方向に垂直であるが、この振動には位相がπ
だけ異なる２種類のものがある。各矢印に示された向きは、位相がπだけ異なる２種類の
振動を示している。図２（ｂ）においては、白矢印は紙面と垂直（ただしいずれも紙面手
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前側向き）となり、黒矢印のみが示されている。
【００２４】
　図２の構成においては、光が反射される際に、入射面内における電場の振動方向は図示
されるように変化する。ここで、入射面に垂直な電場の振動の位相は入射側の光軸Ａ１か
ら出射側の光軸Ａ４に至るまでの間で変化しない。このため、入射面と垂直な電場の振動
の向き（図２（ｂ）における黒点）は、どの場所においても同様に紙面手前側向きである
。一方、入射面に平行な電場の振動の位相は、図示されるように変化し、入射側の光軸Ａ
１、出射側の光軸Ａ４で逆転する。すなわち、位相がπだけずれる。すなわち、この像反
転機構２５を図１の構成で用いることにより、共振器２０内の光路中で、図１における水
平方向の偏光成分の位相は変化させず、垂直方向の偏光成分の位相をπだけ変化させるこ
とができる。
【００２５】
　また、図１において、共振器２０内で光（レーザー光２００）が閉じ込められる光路は
、入射カプラ２１、反射鏡２２～２４で規定される。ここで、光カプラ２１と反射鏡２２
に光を垂直入射させる構成として、光カプラ２１と反射鏡２２の間のみで光が往復する光
路を構成することも可能である。この場合には、光が往復する際に、この光は像反転機構
２５を２回通過する。これに対して、ここでは、図示されるように反射鏡２３、２４を更
に用いて光路を形成することによって、光がこの光路を１周する際の光の向きは矢印で示
されるとおりとなる。この場合、この１周の際に光は像反転機構２５を１回しか通過しな
い。なお、図１における入射カプラ２１、反射鏡２２～２４への光の入射角は４５°より
も小さいため、像反転機構２５におけるような位相の変化は発生しない。このため、光が
共振器２０内を１周する間に、垂直方向に偏光した光は、水平方向に偏光した光から位相
がπだけずれる。
【００２６】
　すなわち、この像反転機構２５を用いて、図１における光路中の光の垂直偏光成分にお
ける位相を、水平偏光成分の位相からπだけシフトさせることができる。前記の通り偏光
子（偏光板）が用いられる場合にはその透過率は高々９９％程度であったのに対し、この
像反転機構２５は、単純な反射鏡２５１～２５３のみで構成され、各反射鏡の反射率を１
００％に近くすることが可能である。このため、像反転機構２５の透過率は９９％よりも
高く、例えば９９．９８％とすることができる。なお、この場合には、共振器２０におけ
る光路長は、像反転装置２５における光路も考慮して設定される。
【００２７】
　次に、この場合に光検出器３５、３６の光検出強度を用いて非特許文献３に記載の技術
と同様な制御が可能か否かを調べるために、光検出器３５、３６の光検出強度を、光蓄積
装置９０（図９）、光蓄積装置１（図１）の場合のそれぞれについて計算する。初めに、
従来の共振器９１が用いられた光蓄積装置９０（図９）の場合について説明する。この場
合の計算結果は、非特許文献３に記載されている。図９の構成においては、λ／２板３１
によって、共振器９１に入射するレーザー光２００における偏光の方向が設定され、その
電場は、偏光子９２によって共振器９１内に閉じ込められる方向の成分とこれに垂直な成
分に分けて考えられる。前者の振幅をＥ‖

（ｉ）、後者に振幅をＥ⊥
（ｉ）とすると、こ

れらは入射する電場の振幅をＥ（ｉ）として、（１）（２）式で示される。
【００２８】
【数１】

【００２９】
　ここで、θは、入射光の偏光方向と共振器９１内に閉じ込められる偏光方向（偏光子９
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２によって定まる方向）との間のなす角度であり、前記の通りθ≠０に設定されるため、
Ｅ‖

（ｉ）、Ｅ⊥
（ｉ）共に零でない有意な値となる。この場合において、共振器９１か

ら取り出され４／λ板３３に入射する光の電場の複素振幅Ｅ‖
（ｒ）、共振器９１に取り

込まれずに４／λ板３３に入射する光の電場の複素振幅Ｅ⊥
（ｒ）は、（３）（４）式で

与えられる。ここで、Ｒ１、Ｔ１はそれぞれ入射カプラ２１の反射率、透過率であり、Ｒ
は共振器９１内における１周回当たりの伝達率である。δは共振器９１における光の位相
ずれであり、光路長に対応した最適化されるべきパラメータである。
【００３０】
【数２】

【００３１】
　図９の構成においては、光検出器（第１の光検出器）３５、光検出器（第２の光検出器
）３６の箇所の電界強度Ｅａ、Ｅｂは（５）式で表され、光検出器３５、光検出器３６で
検出された光強度Ｉａ、Ｉｂは（６）式で表される。ここで、ｃは光速度、εは媒体の誘
電率である。
【００３２】

【数３】

【００３３】
　図３は、非特許文献３におけるＦｉｇ．１であり、共振器９１の出力光を直接検出した
場合の光強度Ｉ（ｔ）のδ依存性の計算値（上段：Ａ）、その微分値（中段：Ｂ）、（６
）式による差分Ｉａ－Ｉｂの計算値（下段：Ｃ）を示す。Ｉ（ｔ）が極大値を取る場合が
、共振状態が成立している状態となり、この場合に差分Ｉａ－Ｉｂが零となる。Ｉ（ｔ）

の検出値（Ａ）、あるいはその微分値（Ｂ）を用いて光路長をフィードバック制御し、Ｉ
（ｔ）が最大となる（あるいはその微分値が零となる）ようにδ（反射鏡２２の位置）を
ピエゾ素子３７を用いて制御すればよいことは明らかである。差分Ｉａ－Ｉｂを用いた場
合、差分Ｉａ－Ｉｂが零となるような制御を行えばＩ（ｔ）の最大値を見いだすことが可
能であり、更にＩａ－Ｉｂの変化率は緩やかであるため、その制御は容易である。このた
め、図９の構成において、Ｉａ－Ｉｂを用いて共振条件が常に成立するような制御を制御
部９３が行うことが可能となる。以上は、非特許文献３に記載された内容である。
【００３４】
　このように、図９の構成、あるいは非特許文献３に記載の技術においては、共振器９１
に特定の偏光方向の光を閉じ込め、共振器９１に閉じ込められた光と共振器９１に閉じ込
められなかった偏光方向の光の両方を利用して、Ｉａ－Ｉｂを算出し、δを制御している
。この際、光蓄積装置９０本来の目的より、共振器９１に閉じ込められる光が必要である
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ことは当然であるが、これ以外にも、共振器９１に閉じ込められない偏光成分の光も必要
であり、両者が存在するようにθは設定される。
【００３５】
　次に、図１の構成において、同様の計算を行った結果について説明する。この場合には
、Ｅ‖

（ｉ）、Ｅ⊥
（ｉ）、Ｅ‖

（ｒ）、Ｅ⊥
（ｒ）は、それぞれ（７）～（１０）式の

通りとなる。前記の通り、φはλ／２板３１の設定角度（入射するレーザー光２００とλ
／２板３１の主軸のなす角度）である。前記の場合とは、共振器２０内に２方向の偏光成
分の光が共に存在することが大きく異なる。これに対応して、Ｒ‖は、像反転機構２５の
入射面と垂直な方向の（像反転機構２５におけるｓ偏光の）１周回当たりにおける伝達率
であり、Ｒ⊥は、これと垂直な方向の（ｐ偏光の）１周回当たりにおける伝達率である。
【００３６】
【数４】

【数５】

【００３７】
　ここで、図９の構成の場合には共振器９１内における電場の垂直成分が零であるために
、Ｅ⊥

（ｒ）（（４）式）においては、入射カプラ２１によって入射光が反射された成分
のみが存在した。これに対し、図１の構成の場合には共振器２０内における電場の垂直成
分が零でなく、かつ像反転機構２５による効果が図２における入射面に平行な電場成分で
あるＥ⊥

（ｒ）においてのみ加わるため、特にＥ⊥
（ｒ）（（１０）式）がＥ⊥

（ｒ）（
（４）式）と大きく異なっている。
【００３８】
　また、図１における共振器２０の外側における構成は図９と同一であるため、Ｅａ，ｂ

、Ｉａ，ｂについては、前記と同様に（５）（６）式で与えられる（この場合におけるＩ

ａをＩａ
（ｒ）、ＩｂをＩｂ

（ｒ）とする）。このため、λ／２板３９による偏光方向の
角度変化を零とした場合には、図３と同様に、Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）が算出できる。図

１の構成において、φ＝２２．５°、Ｒ１＝０．９５（Ｔ１＝０．０５）、Ｒ‖＝Ｒ⊥＝
０．９７とした場合における図３のＡ（Ｉ（ｔ））、Ｃ（Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ））に対

応する結果を、それぞれＡ’、Ｃ’として図４に示す。
【００３９】
　図４のＡ’において図３のＡと異なるのは、２方向の偏光成分がそれぞれ共振器２０内
に存在するため、それぞれに応じたピークが算出される点である。各々のピークは、像反
転機構２５によって半ピッチだけずれて観測される。これに応じて、図４のＣ’における
零点が検出される。このため、Ｃ’の特性から、図３の場合と同様に、光検出器３５、３
６で検出された光強度の差Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）が零となるように、共振器２０におけ

る光の位相ずれδを最適化することが可能であることが明らかである。
【００４０】
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　このように、図１の構成においては、共振器２０に任意の偏光方向の光を閉じ込め、共
振器２０に閉じ込められた光の出力を利用して差分Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）を算出し、δ

を制御している。あるいは、図１の構成においては、２方向の偏光成分の光を同時に共振
器２０に閉じ込めて使用することができる。このうち、どちらの偏光成分の光も取り出す
ことが可能である。
【００４１】
　ただし、上記の例ではＩａ

（ｒ）として水平の偏光方向、Ｉｂ
（ｒ）として垂直な偏光

方向の光の強度を測定したが、Ｉａ
（ｒ）として検出すべき偏光方向、Ｉｂ

（ｒ）として
検出すべき偏光方向は、λ／２板３９の設定によって適宜設定することができ、例えばλ
／２板３９の設定角度を（π／４－φ）とした場合には、Ｉａ

（ｒ）、Ｉｂ
（ｒ）として

検出される偏光方向は上記と逆になる。すなわち、光検出器３５、３６がそれぞれ検出す
る偏光方向は、共振器２０の中で切り替えられる偏光方向とは独立に設定することができ
る。このため、上記の場合には、Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）の値を用い、これが零となるよ

うな制御を行うものとしたが、より一般的には、光検出器３５、３６がそれぞれ検出する
偏光方向において共振器２０の中で切り替えられる偏光方向の成分の比率で定まる第１定
数と第２定数を用いて、この演算を行うことができる。この場合、上記のＩａ

（ｒ）－Ｉ

ｂ
（ｒ）の代わりに、第１定数×Ｉａ

（ｒ）と第２定数×Ｉｂ
（ｒ）との差分を用いて、

この制御を行うことができる。上記の例は、第１定数＝第２定数とした場合に対応する。
【００４２】
　図４の特性ではＲ‖＝Ｒ⊥としたが、一般的にはＲ‖≠Ｒ⊥となる。図５上段は、Ｒ‖

＝Ｒ⊥の場合（図４の場合）におけるＩａ
（ｒ）、Ｉｂ

（ｒ）、これらの差分であるＩａ
（ｒ）－Ｉｂ

（ｒ）、図５下段は、Ｒ‖≠Ｒ⊥（Ｒ‖＝０．９４、Ｒ⊥＝０．９７）の場
合におけるＩａ

（ｒ）、Ｉｂ
（ｒ）、Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）をそれぞれ示す。Ｒ‖＝Ｒ

⊥の場合には、２方向の偏光成分に対応する信号が同等に得られていたのに対して、Ｒ‖

≠Ｒ⊥の場合には、偏光方向に応じて異なる強度の信号が得られている。しかしながら、
この場合においても同様の制御が可能であることは明らかである。
【００４３】
　光の偏光方向の極端な例として、垂直方向（像反転機構２５における入射面と平行方向
）の場合、水平方向（像反転機構２５における入射面と垂直方向）の場合における、Ｉ（

ｔ）、Ｉａ
（ｒ）、Ｉｂ

（ｒ）、Ｉａ
（ｒ）－Ｉｂ

（ｒ）の計算結果を、これらの２方向
について、それぞれ図６左、図６右に示す。どちらの場合においても、Ｉ（ｔ）が最大と
なる点はＩａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）が零となる箇所に一致している。このため、共振器２０

内で閉じ込める光の偏光方向によらずに、上記の制御を行うことができる。
【００４４】
　図７（ａ）に、実際の共振器において、ピエゾ素子を用いてδを掃引した場合における
Ｉａ

（ｒ）、Ｉｂ
（ｒ）、Ｉ（ｔ）を実測した一例を示す。図５下側に示された計算結果

と同様の結果が確認できた。また、図７（ｂ）には、Ｉａ
（ｒ）、Ｉｂ

（ｒ）、Ｉ（ｔ）

を実測した他の一例を示す。この場合においては、Ｉ（ｔ）自身の測定結果にはノイズが
非常に多くなっているために、Ｉ（ｔ）自身を用いた制御は極めて困難であるにも関わら
ず、Ｉａ

（ｒ）、Ｉｂ
（ｒ）を用いた制御が容易に行えることが明らかである。このため

、上記の制御方法が有効であることが確認できる。
【００４５】
　また、上記の制御方法においては、より高精度の制御を行うために、像反転機構２５で
設定される２つの偏光方向を適宜変更することが可能である。このためには、図２におけ
る光軸Ａ１、Ａ４（入射カプラ２１と反射鏡２２の間の光軸）の回りでこの像反転機構２
５を回転させればよい。例えばこれを９０°回転させることによって、上記の動作におけ
る水平偏光成分と垂直偏光成分とを切り替えることができる。この操作は、入射するレー
ザー光２００の偏光方向に応じて行うこともできる。
【００４６】
　次に、この共振器２０に光が閉じ込められた際の光の増強について計算する。図９の構
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方向の光が閉じ込められるが、他に従来より知られる光閉じ込めの原理と変わるところは
ない。また、従来の光蓄積装置９０においては、この特定の偏光方向の光のみが共振器９
１で増強されて出力されるため、偏光子９２によって偏光方向が定められた高強度のパル
スレーザー光が得られる。これにより、偏光方向が定められた高強度のパルスレーザー光
が得られ、こうしたレーザー光は、様々な用途、例えばレーザーコンプトンγ線発生器に
は特に好ましく用いられる。
【００４７】
　一方、上記の共振器２０においては、共振器２０の光路中に偏光子９２は設けられない
ため、任意の偏光方向の光が共振器２０内に存在しうる。こうした場合においても、従来
の光蓄積装置９０と同様に、偏光方向が特定された高強度のパルスレーザー光が得られる
ことが好ましい。この場合においては、ある一方向の偏光成分の光強度（所望の偏光方向
成分の光強度）に対する、これと垂直な偏光方向の光強度の比率（消光比）が小さくなる
ことが好ましい。
【００４８】
　共振器２０における光閉じ込めの状況は、共振器２０内における電場の干渉を考慮して
考えることができる。図８は、この計算において用いた条件を示している。実際には図１
に示される構成でこの光路は定められているが、ここでは、単純化のために、左側（入射
、出射側）反射鏡、右側反射鏡の２枚の反射光の間で光路が定められているものとする。
ここで、入射光の電界は図８におけるＥｉｎであり、左側反射鏡における反射波の電界を
Ｅｒ、透過波の電界をＥｃ、右側反射鏡の反射波の電界をＥｄ、透過光の電界をＥｔ、波
数をｋとする。また、左側反射鏡の複素反射率、複素透過率をそれぞれρｆ、τｆ（反射
率Ｒｆ＝｜ρｆ｜２、透過率Ｔｆ＝｜τｆ｜２）とし、右側反射鏡の複素反射率、複素透
過率をそれぞれρr、τr（反射率Ｒr＝｜ρr｜

２、透過率Ｔr＝｜τr｜
２）、光路長をＬ

とする。この場合、Ｅｃ、Ｅｄ、Ｅｒ、Ｅｔは、それぞれ以下の（１１）～（１４）式の
通りとなる。
【００４９】
【数６】

【００５０】
　これにより、共振器１０における光路長Ｌ中において蓄積されるパワーＩｃは、以下の
（１５）式の通りとなる。
【００５１】
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【数７】

【００５２】
　ここで、入射パワーＩｉｎ＝｜Ｅｉｎ｜２である。このため、ｋＬ＝２Ｎπ（Ｎは整数
）の場合において、Ｉｃは以下の（１６）式で表される最大値をとる。
【００５３】

【数８】

【００５４】
　この場合、ｋＬ＝２Ｎπ（Ｎは整数）の条件が満たされる場合に、Ｒｆ、Ｒｒが１に近
づき、Ｔｆが零に近い場合に、Ｉｃ＞Ｉｉｎとなり、コンストラクティブ干渉が起こり共
振器２０内で光を増強することができる。
【００５５】
　この条件が共振器２０における水平偏光、垂直偏光のうちの一方の光で満たされる場合
、像反転機能２５によって他方の偏光をもつ光の位相はこれからπだけずれる。このため
、この光においては、（１５）式におけるｋＬ＝（２Ｎ＋１）πとなる。この場合には、
Ｉｃは（１７）式で表される最小値となる。すなわち、一方の偏光方向の光においてコン
ストラクティブ干渉が起こった場合には、他方の偏光方向の光においては、デコンストラ
クティブ干渉が起こる。
【００５６】

【数９】

【００５７】
　この場合の消光比は、（１８）式で表される。
【００５８】
【数１０】

【００５９】
　この消光比は、例えばＲｆ＝０．９９、Ｒｒ＝０．９９９とした場合には、８×１０－

６となり、充分に小さな値となる。すなわち、一方の偏光方向の光のみを共振器２０から
選択的に取り出すことが可能である。これにより、共振器２０から、偏光方向の定まった
高強度のパルスレーザー光を出力させることができる。この偏光方向は、λ／２板３１、
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じて、δもＩａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ）を用いて最適化することができる。さらに、δをΔδ

だけ変化させた際の差分Ｉａ
（ｒ）－Ｉｂ

（ｒ）の変化Δ（Ｉａ
（ｒ）－Ｉｂ

（ｒ））を
検出し、Δ（Ｉａ

（ｒ）－Ｉｂ
（ｒ））／Δδの値が正から負もしくは負から正に変わる

ようにδを制御することにより、２つの直交する偏光方向の光出力を、δの制御のみで選
択して取り出すことができる。すなわち、偏光板、あるいは像反転機構２５の状態を変え
ずに、δを調整する（光路長を調整する）ことのみによって、共振器２０内で高強度とさ
れる偏光方向の光を切り替え、取り出すことができる。この際、より一般的には、Ｉａ

（

ｒ）、Ｉｂ
（ｒ）の代わりに、前記と同様に、第１定数×Ｉａ

（ｒ）、第２定数×Ｉｂ
（

ｒ）を用いて上記の制御を行うことができる。この場合、この制御がやりやすいように、
第１定数、第２定数の値を設定する、すなわち、この制御が行いやすいようにλ／２板３
９の角度を設定することもできる。
【００６０】
　この際、前記の通り、像反転機構２５の透過率を、偏光子９２の最大透過率（所望の偏
光方向の光の透過率）よりも高く設定することができる。このため、共振器２０によって
、従来の共振器９１よりも大きな出力を得ることができる。
【００６１】
　なお、上記の例では、図１に示された構成の光蓄積装置、共振器について説明したが、
例えば共振器における光路を定める反射鏡の構成は、光路が精密に調整できる限りにおい
て、任意である。こうした光蓄積装置は、特に非特許文献１、非特許文献２に記載の装置
に特に好ましく用いることができる。また、上記の構成の共振器は、光蓄積装置に限らず
、レーザー光を閉じ込める共振器が用いられる全てのレーザー装置に対して有効であるこ
とも明らかである。
【符号の説明】
【００６２】
１、９０　光蓄積装置
１１　レーザー発振器
２０、９１　共振器　
２１　入射カプラ
２２～２４、２５１～２５３　反射鏡
２５　像反転機構
３１、３９　λ／２板
３２　折り返しミラー
３３　λ／４板
３４　グラントムソンプリズム
３５　光検出器（第１の光検出器）
３６　光検出器（第２の光検出器）
３７　ピエゾ素子
３８、９３　制御部
９２　偏光子
２００　レーザー光
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